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第一節 高等学校における「主体的・対話的で深い学び」の必要性  
 










































































































第二項 「主体的・対話的で深い学び」を阻害する高等学校進学校の現状  
このように新たな社会で求められる資質・能力の育成として 2018 年告示の高
  

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































learning, collaborative learning と表現されるが，“cooperative learning”は「協
同学習」，“collaborative learning”は「協調学習」と表記されることが多い（溝上，
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 首都圏の公立高校 2 年生，習熟度別に分かれた古典のクラス 6 クラス計 120 名




熟度別授業となっており，1 学級を上位クラスと普通クラスの 2 つに展開して実
施しており（Table 1），教科学習における協働的活動を受講した者が上位クラス
22 名（C1）と普通クラス 36 名（A2，B2）であった。また一斉授業を受講した生
徒が上位クラス 44 名（A1，B1）と普通クラス 18 名（C2）であった。なお，研究
  






Table 1 古典の習熟度別クラスと人数  
 A 組  B 組  C 組  
上位クラス  A1（22 人）  B1（22 人）  C1（22 人） 




















バーは 4 名から 5 名とし，班ごとに古典の学力レベルが均等となるように教師の
方で指定した。なお，メンバーは単元ごとに替え，班での役割として，進行係，記
  















Table 2 教科学習における協働的活動の授業過程プラン  



























































 校内で行われた考査における古典の学年偏差値（在籍数 322 名）を使用した。
実施前の偏差値は 1 年生の 3 月に行われた考査の結果であり，実施後の偏差値は







までの 5 件法で求めた。  
 
Table 3 学習意欲に関する質問項目 
質問項目 
1 意欲的に学ぶことができた  
2 学習目標をもって授業に臨んだ  
3 授業において深く考えることができた  
4 授業において他者の意見に耳を傾けた  
5 わからないところは先生や友人に尋ねた  
6 授業のなかで互いに高め合うことができた  
7 授業の内容を深く理解した  
8 授業において新しい気づきを得ることができた  
9 授業を通して知的な刺激を受けた  

















9 項目は協同作業に対する肯定的な認識を，「個人志向」と「互恵懸念」の計 9 項
目は協同作業に対する否定的な認識を示すものである。回答は「5．とてもそう思
う」から「1．まったくそう思わない」までの 5 件法で求めた。  
調査時期と授業回数  
 201X 年 4 月～6 月に実施した。授業回数は 14 回であった。  
 
結果 
1. 学力について  
 協働的学習クラスと一斉授業クラスの実施前後の偏差値の平均，標準偏差，お




2. 学習意欲と協同作業認識尺度について  
 協働的学習クラスと一斉授業クラスの学習意欲と協同作業認識尺度の平均値，
























有意となり，協同効用は 3 群ともに向上し，個人志向と互恵懸念については 3 群
とも低下していることが示された。  
 
4. 協働的学習クラスにおける学習意欲および協同作業認識尺度の 3 群の変化につ
いて 
 協働的学習クラスにおける学習意欲，協同作業認識尺度について，それぞれの
実施前の結果を標準偏差±1/2SD で高群，中群，低群の 3 群に分け，実施後にどの
ように変化したのかを調べた（Table 7）。分散分析の結果，学習意欲に関しては，
  




























協働的学習クラス 47.48（9.27） 52.23（8.66） 
7.79** 3.97* 26.69** 
一斉授業クラス 53.73（10.49） 52.31（8.57） 
（ ）内は標準偏差 *p<.05, **p<.01 
 
 













協働的学習 3.73（.44） 4.09（.51） 
97.07** 1.03 52.24** 





協働的学習 3.86（.48） 3.97（.55） 
44.91** 0.09 14.87** 
一斉授業 3.87（.61） 3.90（.64） 
個人志向 
協働的学習 2.89（.48） 2.75（.58） 
21.31** 2.16 14.41** 
一斉授業 2.97（.52） 2.95（.57） 
互恵懸念 
協働的学習 2.19（.49） 2.09（.57） 
17.33** 0.57 2.95 
一斉授業 2.25（.72） 2.20（.75） 











Table 6 協働的学習クラスの成績 3群における学習意欲，協同作業認識尺度の平均値，標準偏差および交互作用 











成績高群 11 62.62（6.45） 61.63（6.52） 
21.50** 66.19** 7.15** 成績中群 23 48.50（2.17） 53.87（6.18） 
成績低群 24 39.56（3.81） 46.36（7.14） 
学習意欲 
成績高群 11 3.71（.54） 3.96（.55） 
70.13** .66 4.56* 成績中群 23 3.86（.39） 4.13（.44） 




成績高群 11 3.74（.59） 3.79（.61） 
25.85** .93 1.80 成績中群 23 3.84（.40） 3.94（.47） 
成績低群 24 3.94（.49） 4.08（.58） 
個人志向 
成績高群 11 2.92（.54） 2.79（.65） 
19.24** .37 .09 成績中群 23 2.82（.50） 2.67（.62） 
成績低群 24 2.93（.44） 2.81（.53） 
互恵懸念 
成績高群 11 2.21（.40） 2.00（.47） 
20.16** 1.13 2.14 成績中群 23 2.30（.50） 2.22（.55） 
成績低群 24 2.07（.51） 2.00（.63） 

















Table 7 協働的学習クラスにおける学習意欲，協同作業認識尺度の 3群の平均値，標準偏差および交互作用 











高群 15 4.27（.25） 4.55（.24） 
72.46** 74.90** 0.82 中群 24 3.78（.16） 4.18（.32） 




高群 15 4.43（.18） 4.59（.23） 
33.24** 104.14** 2.05 中群 27 3.90（.15） 4.02（.28） 
低群 16 3.26（.29） 3.31（.34） 
個人志向 
高群 13 3.51（.23） 3.50（.28） 
17.72** 104.73** 3.63* 中群 23 2.99（.16） 2.85（.27） 
低群 22 2.41（.28） 2.20（.33） 
互恵懸念 
高群 14 2.81（.22） 2.81（.31） 
14.01** 157.83** 3.46* 中群 32 2.19（.17） 2.07（.24） 
低群 12 1.47（.26） 1.28（.19） 
（ ）内は標準偏差 *p<.05, **p<.01 
  

































2. 学習意欲について  
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第二節 教科学習における協働的活動を行った生徒の意識  
－学習プロセスと課題－【研究 2】  
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ているグラウンデッド・セオリー・アプローチ（Grounded Theory Approach : 以
下，GTA）を参考にする。GTA の中には，グレイザー版，ストラウス版など様々
なバージョンがあるが,修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ（Modified 
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に至るまでにインタビューを実施した 30 名（男子 11 名，女子 19 名）である。 
インタビューについては始業前や放課後など限られた時間に行ったため，生
徒の負担を考え 20 分程度とした。なお，インタビューにかかった時間は最短 13
分，最長 27 分，平均 19 分であった。また，データを収集するにあたって，半
構造化面接を採用した。面接は 201X 年 1 月から 3 月にかけて筆者が行った。
面接では，事前に準備した質問項目に従いながらも，生徒の語りの流れに応じ








得てから実施した。   
Table 8 教科学習における協働的活動に対する意識に関する半構造化面接の質問内容 
教示文 







（1） 協働的活動を取り入れた授業のよい点を教えてくだい。  
（2） 協働的活動を取り入れた授業の問題点を教えてくだい。  
2.先生が中心に説明する講義型一斉授業についてどう感じていますか。  
（1） 講義型一斉授業のよい点を教えてくだい。  








修正版 GTA の分析結果の表記として，概念説明的記述と現象説明的記述の 2




















図を作成した（Figure 2）。以下，コア・カテゴリーを【 】，カテゴリーを《 》，
概念名を〈・ 〉，生徒の言葉を「 」で表す。  
A.全体のプロセス（ストーリーライン）  
  

























































































































悪さ（8 名）」「知識の広がりの限界（7 名）」「役割の固定（7 名）」「メンバーの
様子をうかがう必要性（6 名）」「学習の進め方がわからない（6 名）」「成績に変
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【 】コア・カテゴリ  ー
























































































7 成績の向上（12） 協働的活動によって成績が向上すること 


























































































Table 9 カテゴリーや概念，およびそれぞれの概念を指摘した人数 
  











































































































































































































































































てくる可能性があると考えられる。   
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第三節 特別活動における協働的活動に関する実践研究  

































































 対象校は第一節の実践研究と同様の進学校であった。対象生徒は 1 年生 A 学級
の生徒 39 名（男子 17 名，女子 22 名）であった。 
手続きと倫理的配慮  
 A 学級では，201X 年 6 月から 2 月まで週に 1 回，帰りのホームルームの 10 分
から 15 分程度クラス会議，または構成的なグループワークを実施した。そして実






























まったくそう思わない」までの 5 件法で求めた。 
クラス会議やグループワークの進め方  














































ープワークの内容・選定理由は，Table 10 に記した。  
 
Table 10  クラス会議・グループワークのテーマと内容  



















































































































































































































































 実施前と実施後の「学級満足度尺度」における満足度 4 群（「学校生活満足群」
「非承認群」「侵害行為認知群」「学校生活不満足群」）の人数と割合を Table 11 に
示した。また，実施前と実施後の 4 群のプロットを Figure 3，Figure 4 に示した。
「学校生活満足群」は実施前 24 名から実施後 28 名と 4 名増え，61.5％から 74.4％






級との関係」「進路意識」の平均値と標準偏差およびｔ検定の結果を Table 12 に


















 クラス会議を実施した後の主な感想を Table 14 に，グループワークを実施した








Table 11 学級満足度尺度における満足度 4 群の人数と割合  
 学級生活満足群  非承認群  侵害行為認知群  学級生活不満足群  
実施前  24 人（61.5%）  7 人（17.5%）  7 人（17.5%）  1 人（2.5%）  











































Figure 3 学級満足度尺度のプロット 
（実施前） 




承認得点  承認得点  
○は 2 名の重なりを表す  ○は 2 名の重なりを表す  
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Table 12 学校生活意欲尺度の平均値と標準偏差およびｔ検定の結果  
 実施前 実施後 ｔ値 
友人との関係 17.79（1.66） 18.05（1.67） 1.15n.s 
学習意欲 13.97（2.92） 15.59（2.36） 4.24** 
教師との関係 14.92（3.23） 15.90（2.36） 2.82** 
学級との関係 17.56（1.93） 16.67（2.32） 3.06** 
進路意識 14.03（3.20） 16.15（2.60） 5.12** 
（ ）内は標準偏差 **p<.01 
 
Table 13 共同体感覚尺度の平均値と標準偏差およびｔ検定の結果  
 実施前 実施後 ｔ値 
所属感・信頼感 3.69（0.71） 3.78（0.72） 1.70† 
自己受容感 3.04（0.76） 3.06（0.81） 0.30n.s. 
貢献感 3.43（0.77） 3.50（0.86） 0.90n.s. 
（ ）内は標準偏差 †p<.10 
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軸で考えた場合，Figure 5 のように 4 つの学校のタイプに分けられる。そこで進
学校の協働的活動に関する実態を調査することで，これら 4 つの学校タイプの特




























































































第二節 協働的活動の取り組みに対する学校ごとの特徴の検討【研究 5】 




















































































た学生についても研究対象外とした。その結果 142 名（男 70 名，女 72 名）が調
査対象となった。  
Figure 6 教科学習および特別活動の協働的活動の違い
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Table 16 「学校の協働的活動 4 群」と「個人の協働的活動 4 群」の χ2 検定の結果 
注 1）χ2（9）＝58.70，p＜ .01 
注 2）％の値は，全体の人数に対する出現率である。  
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Table17 教科学習および特別活動の協働的活動の相関係数  
 1 2 3 4 
1 学校の教科学習に
おける協働的活動 
―    
2 個人の教科学習に
おける協働的活動 
.43** ―   
3 学校の特別活動に
おける協働的活動 
.34** .35** ―  
4 個人の特別活動に
おける協働的活動 
.28** .32** .59** ― 
 **p<.01 
 






























































χ2（p 値）=.466（n.s.） df=1，CFI=1.000，GFI=.998，AGFI=.984，RMSEA=.000 
注 1）**p＜.01, ***p＜.001 
注 2）有意なパスのみパス係数を示し，数値は標準化係数を示す。 
注 3）独立変数間の共分散および従属変数の誤差項は省略した。 
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第二節 協働的活動の取り組みに対する学校ごとの特徴の検討【研究 5】 
 
目的 




























 第 1 節で調査対象とした A 大学 1 年生で，教科学習および特別活動の取り組み
に対する 4 群それぞれに該当している学生を対象に，承諾を得た学生の中から各
群それぞれ 5 名ずつ，計 20 名を抽出し，半構造化面接を実施した。なお，この 20
名は，活発（HH）群 5 名（男性：2 人，女性：3 人），教科学習優位（HL）群 5
名（男性：3 人，女性：2 人），非活発（LL）群 5 名（男性：2 人，女性：3 人），
特別活動優位（LH）群 5 名（男性：3 人，女性：2 人）であった。  
調査時期と手続き  
 実施時期は 201X 年 4 月～6 月。高等学校在籍時に行われた教科学習および特
別活動の協働的活動に関する状況や意識等を広く収集するために，半構造化面接
を用い，聞き取りを行った。半構造化面接の質問の項目は Table 18 に記す。面接







































（1） あなたの学校の特別活動ではどのような（協働的な）活動が行われていましたか。  
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内外の圧力の 3 項目，活動に関する項目は，活動のタイプ，活動の様子の 2 項目，
の計 7 項目である。代表的な内容を Table 19 に記す。  
 
2. KJ 法による半構造化面接内容の分類の関連  
 KJ 法によって得られた 34 項目について，進学校における教科学習および特別活
動の協働的活動の違いを明らかにするために，「学校の協働的活動 4 群」ごとにそれ
ぞれの各項目の出現率を求め（Table 20），個人の出現と度数を示した（Table 21）。
















人の活動」「人間関係の固定・分散」「部活動の重視」の 5 項目が取り上げられた。 
特別活動優位（LH）群では「主体性」の 1 項目が教科学習・特別活動ともに指
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の子でもつかれるので。【14】   
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主体性 4 4 2 2 0 0 3 5 
2 充実感 4 4 2 2 0 1 2 4 
3 向上・成長の自覚  4 4 3 2 0 0 1 4 
4 責任感 2 3 1 2 0 0 2 3 
5 自己の気づき  2 3 2 1 0 0 1 1 




挑戦的・意欲的  2 3 1 1 0 0 1 3 
8 困難・挫折の体験  0 3 1 2 0 0 0 4 
9 不安 0 0 3 0 3 2 0 0 
10 将来の目標・進路意識  0 1 3 1 0 0 0 1 







支え合い・教え合い  5 5 3 1 0 0 2 4 
13 競争的関わり  1 2 1 3 1 0 0 2 




他者に対する理解  2 4 2 2 0 0 1 2 
16 他者の魅力  2 3 3 1 0 0 0 2 




集団士気 2 4 0 2 0 0 1 4 
19 外部からの規制  0 0 0 2 0 5 0 2 







探求的・創造的な活動  3 3 1 2 0 0 3 1 
22 自治的な活動  1 4 0 2 0 1 0 4 
23 強制的な活動  0 0 1 0 4 4 1 2 
24 自由（放任的）な活動  0 0 0 2 0 4 0 2 
25 形骸的な活動  0 0 1 1 4 1 0 0 
26 一部の人の活動  0 0 0 1 1 3 0 0 





様々な活動・取り組み 3 4 3 2 0 2 0 3 
29 学校外のかかわり  1 4 1 2 0 1 1 2 
30 受験活動の重視  0 0 3 3 4 1 0 0 
31 多様な役割  0 3 0 1 0 0 0 4 
32 多くの準備  0 3 0 0 0 0 0 3 
33 人間関係の固定・分散  0 0 0 2 0 3 0 1 
34 部活動の重視  0 0 0 0 0 3 0 2 
※3 名以上指摘があった箇所は数字の下に_を記し，太字にした。  
  





Table 21 教科学習および特別活動における意識に関する個人の出現と度数（延べ人数） 
   事例NO 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 
総度数 
   4 群  HH HH HH HH HH HL HL HL HL HL LL LL LL LL LL LH LH LH LH LH 
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24 自由（放任的）な活動       
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25 形骸的な活動       
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26 一部の人の活動      
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33 人間関係の固定・分散   
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34 部活動の重視 
 
       
 
   
 


































《1 項目》  
「 受験活動の重
視」 
《1 項目》  
「強制的な活動」 





《0 項目》  

































《1 項目》  
「 競争的かかわ
り」 
《5 項目》  
























1．高等学校における教科学習および特別活動の取り組み 4 群の特徴 
本研究の結果から高等学校における教科学習および特別活動の取り組み 4 群の


















































































2. 協働的活動の意識と行動の仕方の確立を共有することの重要性  

























































































































































































































































201X 年 4 月から 201X 年 5 月に調査を実施した。 
調査対象  
 研究 4 と同様に入学試験の難易度が高いとされる首都圏の研究型大学 1 年生で，
我が国の進学校出身の学生を研究対象とした。調査対象者のうち，以下に示す質


































































Table 23 「学校の協働的活動４群」ごとの「学校生活意欲尺度」の平均と標準偏差および分散分析の結果 
  学校の協働的活動 4 群   






F 値 多重比較 

















































































（ ）内は標準偏差 *p<.05, **p<.01 
 
 
2. 高等学校における協働的活動の取り組み状況と大学の適応との関連  
 「学校の協働的活動 4 群」と大学の適応に関わる下位尺度の平均と標準偏差お
よぶ分散分析の結果を Table 24 に記した。また，「学校の協働的活動 4 群」にお








に 6 割を超え，学校生活不満足群の出現率は 1 割以下となっている。それに対し




Table 24 「学校の協働的活動 4 群」と大学における適応に関わる下位尺度の平均，
標準偏差，分散分析の結果  
  学校の協働的活動 4 群    


































（ ）内は標準偏差 *p<.05, **p<.01 
 
 
Table 25 「学校の協働的活動 4 群」と満足度 4 群の人数，出現率  












































































学校の協働的活動 4 群  








































































































Figure 8 「学校の協働的活動 4 群」と「満足度 4 群」の出現率  
 




















































































 201X 年 4 月から 201X 年 5 月に調査を実施した。  
調査対象  
 研究 4 と同様に入学試験の難易度が高いとされる首都圏の研究型大学 1 年生で，
我が国の進学校出身の学生を研究対象とした。調査対象者のうち，以下に示す質

















理社会的発達をみるために，6 段階の最後の 2 つである「青年期（Ⅴ．同一性対同
一性拡散）」と「成人前期（Ⅵ．親密性対孤立）」について取り上げる。評定は「全
くそう思わない（1 点）」から「非常にそう思う（7 点）」までの 7 件法である。項
目数は「青年期（同一性対同一性拡散）」が 12 項目，「成人前期（親密性対孤立）」










Table 27 「学校の協働的活動 4 群」とラスムッセンスの自我同一性尺度の下位尺度の平均，
標準偏差，分散分析の結果 
  学校の協働的活動 






















































































































































第一節 本研究の結果のまとめ  
第二節 考察 
第一項 「主体的・対話的で深い学び」を展開するための条件について 
 第二項 進学校のタイプごとの対応について  



























































 そこで，②の問題を検討するために研究 4，5 を実施した。はじめに研究 4 では
協働的活動に対する高等学校のタイプ分けと個人の協働的活動に対する取り組み
への影響を検討した。その結果，協働的活動に対する高等学校の取り組みは，教






























































































































































































































































また，大学教育で行われているアクティブ・ラーニング型授業の 1 つである PBL
のような探究的な学習を各教科で実施することも考えられる。この PBL はプロブ
レムベースドラーニング（Problem Based Learning：問題基盤型学習）とプロジ












































































































































































































































アプローチを意識し，授業展開を考えていく必要があると考えられる。   
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